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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第44期
第３四半期
連結累計期間

第45期
第３四半期
連結累計期間

第44期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 15,591,810 17,201,903 21,601,584

経常利益 （千円） 803,846 1,173,573 1,394,113

四半期（当期）純利益 （千円） 325,059 652,363 521,867

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 522,025 735,490 955,159

純資産額 （千円） 8,387,752 9,460,023 8,822,236

総資産額 （千円） 15,152,161 16,955,979 16,436,543

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 48.41 94.60 77.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 48.03 93.18 76.50

自己資本比率 （％） 52.9 51.6 50.1

 

回次
第44期
第３四半期
連結会計期間

第45期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 25.18 46.42

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第45期第１四半期連結会計期間より不動産賃貸事業を含む「その他の事業」に係る売上高及び売上原価につ

いて表示方法の変更を行っており、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24

号　平成21年12月４日）を適用し、第44期第３四半期連結累計期間及び第44期の四半期連結財務諸表及び連

結財務諸表について遡及処理しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　

四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」の「Ⅱ　２．報告セグメントの変更等に関する

事項」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費増税による影響で個人消費の回復が鈍化しているもの

の、企業収益や雇用環境は改善するなど景気は緩やかな回復基調を続けてまいりました。

　当社グループの主要な事業が属する建設業界におきましては、震災復興工事や防災・減災関連工事を含めた官

公庁工事は依然高水準にあるなかで、民間建設投資も緩やかな回復が見られ、総じて堅調に推移してまいりまし

た。一方で、建設資材価格の高騰や人手不足による労務費などの上昇等が常態化しており、先行き予断を許さな

い状況にあります。

　このような状況のもと、当社グループにおきましては、施工現場での「品質と安全」に心掛けるなかで、「施

工効率の向上」に努めてまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は172億１百万円（前年同期比10.3％増）、営業利益は11億26

百万円（前年同期比51.4％増）、経常利益は11億73百万円（前年同期比46.0％増）、四半期純利益は６億52百万

円（前年同期比100.7％増）となり、売上高・利益ともに前年同期を上回ることができました。

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較について

は、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。詳細は、「第４　経理の

状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」の「Ⅱ　２.　報告セグメン

トの変更等に関する事項」に記載しております。

①建設事業

　建設事業は、主に前連結会計期間から手掛けてきた大型の物流倉庫や道路関連工事が寄与したことにより売上

高が170億21百万円（前年同期比10.4％増）となりました。利益につきましては、売上高が増加したことに加

え、工事原価の低減に努めたことによりセグメント利益は11億47百万円（前年同期比48.1％増）となりました。

②土木建設コンサルティング全般等事業

　土木建設コンサルティング全般等事業は、売上高が１億71百万円（前年同期比2.6％減）、セグメント損失は

26百万円（前年同期は33百万円の損失）となりました。

③その他の事業

　その他の事業は、賃貸マンション収入などが増加し売上高が９百万円（前年同期比167.4％増）、セグメント

利益は４百万円（前年同期比92.8％増）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ５億19百万円増加し、169億55百万円と

なりました。これは主に法人税等の支払いにより現金預金が減少した一方で、ファクタリング方式により譲渡し

た売上債権の未収相当額や施工機械等の購入により有形固定資産が増加したことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ１億18百万円減少し、74億95百万円となりました。これは主に有形固定

資産購入に伴う債務や借入金が増加した一方で、仕入債務や未払法人税等が減少したことによるものでありま

す。また、純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ６億37百万円増加し、94億60百万円となりまし

た。

 

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、13百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,640,000

計 21,640,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月９日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 7,694,080 7,694,080

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 7,694,080 7,694,080 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

－ 7,694,080 － 1,710,900 － 2,330,219

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   797,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,869,000 6,869 －

単元未満株式 普通株式    28,080 － －

発行済株式総数 7,694,080 － －

総株主の議決権 － 6,869 －

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社テノックス

東京都港区芝５－25

－11
797,000 － 797,000 10.35

計 － 797,000 － 797,000 10.35

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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1【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 6,449,655 5,668,728

受取手形・完成工事未収入金等 5,853,350 ※４ 5,638,177

未成工事支出金等 401,701 558,534

未収入金 ※２ 794,691 ※２ 1,890,496

その他 147,499 172,640

貸倒引当金 △22,898 △60,234

流動資産合計 13,623,999 13,868,343

固定資産   

有形固定資産 2,201,238 2,617,108

無形固定資産 114,812 112,940

投資その他の資産   

その他 586,215 446,333

貸倒引当金 △89,723 △88,747

投資その他の資産合計 496,492 357,586

固定資産合計 2,812,543 3,087,635

資産合計 16,436,543 16,955,979
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 4,757,705 4,313,711

短期借入金 － 75,000

1年内返済予定の長期借入金 127,032 226,502

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

リース債務 84,531 113,114

未払法人税等 467,571 270,443

未成工事受入金 39,878 124,188

引当金 127,919 97,424

その他 653,263 951,183

流動負債合計 6,277,902 6,191,567

固定負債   

社債 10,000 －

長期借入金 285,632 223,012

リース債務 263,798 339,223

退職給付に係る負債 565,682 588,857

その他 211,290 153,295

固定負債合計 1,336,404 1,304,388

負債合計 7,614,306 7,495,955

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,710,900 1,710,900

資本剰余金 2,346,319 2,346,319

利益剰余金 4,411,515 4,953,538

自己株式 △279,600 △279,600

株主資本合計 8,189,133 8,731,156

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 49,060 22,863

為替換算調整勘定 △1,936 202

その他の包括利益累計額合計 47,123 23,066

新株予約権 16,058 32,742

少数株主持分 569,921 673,058

純資産合計 8,822,236 9,460,023

負債純資産合計 16,436,543 16,955,979
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 15,591,810 17,201,903

売上原価 13,394,200 14,561,777

売上総利益 2,197,610 2,640,125

販売費及び一般管理費 1,454,003 1,514,123

営業利益 743,606 1,126,002

営業外収益   

受取利息 1,803 3,335

受取配当金 5,237 6,744

仕入割引 17,282 18,601

保険返戻金 1,727 4,767

物品売却益 5,704 5,795

為替差益 49,904 8,049

その他 12,314 8,709

営業外収益合計 93,974 56,003

営業外費用   

支払利息 11,396 5,901

売上割引 2,611 2,049

撤去解体費 7,901 －

貸倒引当金繰入額 10,458 －

その他 1,366 480

営業外費用合計 33,735 8,432

経常利益 803,846 1,173,573

特別利益   

固定資産売却益 26,639 11,350

投資有価証券売却益 8,438 －

債務保証損失引当金戻入額 － 4,853

特別利益合計 35,077 16,203

特別損失   

固定資産処分損 2,606 2,729

その他 － 292

特別損失合計 2,606 3,022

税金等調整前四半期純利益 836,317 1,186,754

法人税等 320,809 431,010

少数株主損益調整前四半期純利益 515,507 755,744

少数株主利益 190,447 103,380

四半期純利益 325,059 652,363

 

EDINET提出書類

株式会社テノックス(E00232)

四半期報告書

 9/17



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 515,507 755,744

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 11,273 △26,196

為替換算調整勘定 △4,756 5,942

その他の包括利益合計 6,517 △20,254

四半期包括利益 522,025 735,490

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 334,621 628,306

少数株主に係る四半期包括利益 187,404 107,183
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

(表示方法の変更)

　従来、不動産賃貸収入、不動産賃貸原価については「営業外収益」及び「販売費及び一般管理費」の区分に

計上しておりましたが、第１四半期連結会計期間より「売上高」、「売上原価」の区分に計上する方法に変更

いたしました。

　この変更は、当社における会社組織の変更に伴い不動産部を新設したことにより、第１四半期連結会計期間

より不動産賃貸事業等を「その他の事業」としてセグメント情報における報告セグメントへ追加したことに伴

い、事業運営の実態をより適切に表示するために行ったものであります。

　この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組み替えを行っ

ております。この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「営業外収益」の「受

取賃貸料」に表示していた3,530千円は「売上高」に、「販売費及び一般管理費」に表示していた1,173千円は

「売上原価」に組み替えております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 246,832千円 336,901千円

 

※２　ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

未収入金 726,619千円 1,854,823千円

 

３　保証債務残高

　他の会社等について、金融機関等からの金銭債務等に対して、保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

大牟田工業団地協同組合 292,085千円 大牟田工業団地協同組合 292,085千円

 

※４　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －千円 68,290千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 289,028千円 365,506千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１．配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 66,690 10.00  平成25年３月31日  平成25年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 82,755 12.00  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月７日

取締役会
普通株式 27,585 4.00  平成26年９月30日  平成26年12月８日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 15,412,734 175,545 3,530 15,591,810 － 15,591,810

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 15,412,734 175,545 3,530 15,591,810 － 15,591,810

セグメント利益又は損失

（△）
774,915 △33,650 2,341 743,606 － 743,606

（注１）セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

（注２）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 17,021,431 171,032 9,439 17,201,903 － 17,201,903

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 17,021,431 171,032 9,439 17,201,903 － 17,201,903

セグメント利益又は損失

（△）
1,147,993 △26,506 4,515 1,126,002 － 1,126,002

（注１）セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

（注２）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、従来「建設事業」及び「土木建築コンサルティング全般等事業」の報告セグメントと

しておりましたが、当社における会社組織の変更に伴い不動産部を新設したことにより、第１四半期連結

会計期間より不動産賃貸事業等を「その他の事業」として追加しております。

　なお、当該変更に基づく前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントによ

り記載しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 48.41円 94.60円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 325,059 652,363

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 325,059 652,363

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,714 6,896

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 48.03円 93.18円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 54 104

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 平成26年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………………27,585千円

(ロ）１株当たりの金額……………………………………………４円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月８日

（注） 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月９日

株式会社テノックス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小尾　淳一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　和充　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テノッ

クスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テノックス及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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